
（１）会計基準について

　    公益法人会計基準（平成20年4月11日、平成21年10月16日 改正 内閣府公益認定等委員会制定）を採用

 している。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

   満期保有目的債券･･･購入時の取得価額による。なお、取得価額と債券金額のとの差額について、重要

　　　　　　　　　　　性が乏しいため、償却原価法は採用していない。

（３）固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産

   　車両運搬具、器具及び備品、構築物、船舶･･･定額法を採用している。

　 無形固定資産

   　ソフトウェア･･･利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用している。

（４）引当金の計上基準

   退職給付引当金･･･職員に対する退職金の支給に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を計上

　　　   　　　　　 している。

（５）消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

普通預金 238,125,000 0 98,574,100 139,550,900

定期預金 20,000,000 0 20,000,000 0

投資有価証券 0 118,574,100 0 118,574,100

258,125,000 118,574,100 118,574,100 258,125,000

器具及び備品 27,190,372 38,782,150 4,729,691 61,242,831

56,700,000 100,000 0 56,800,000

種苗生産事業安定強化準備資金 10,000,003 10,000,000 5,000,003 15,000,000

4,103,000 807,000 1,428,000 3,482,000

97,993,375 49,689,150 11,157,694 136,524,831

356,118,375 168,263,250 129,731,794 394,649,831

特定資産

ヒラメ生産強化費

退職給付引当資産

小　　計

合　　計

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（単位：円）

科　　目

基本財産

小　　計



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応

する額）

普通預金 139,550,900 (0) (139,550,900) (0)

定期預金 0 (0) (0) (0)

投資有価証券 118,574,100 (0) (118,574,100) (0)

258,125,000 (0) (258,125,000) (0)

器具及び備品 61,242,831 (61,242,831) (0) (0)

56,800,000 (5,800,000) (51,000,000) (0)

15,000,000 (0) (15,000,000) (0)

3,482,000 (0) (0) (3,482,000)

136,524,831 (67,042,831) (66,000,000) (3,482,000)

394,649,831 (67,042,831) (324,125,000) (3,482,000)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

6,017,330 4,140,969 1,876,361

104,647,001 29,797,063 74,849,938

569,250 211,564 357,686

416,664 416,663 1

279,680 167,808 111,872

111,929,925 34,734,067 77,195,858

退職給付引当資産

小　　計

合　　計

科　　目

車両運搬具

器具及び備品

構築物

ソフトウェア

船舶

合　　計

種苗生産事業安定強化準備資金

科　　目

基本財産

小　　計

特定資産

ヒラメ生産強化費

（単位：円）



５.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価額 時価 評価損益

69,008,100 66,655,050 △ 2,353,050

49,566,000 46,985,400 △ 2,580,600

118,574,100 113,640,450 △ 4,933,650

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

27,190,372 38,782,150 4,729,691 61,242,831 ―

27,190,372 42,204,787 8,152,328 61,242,831 ―

（注）この補助金は、預り補助金であるため、正味財産増減計算書の受取補助金等には含まれていない。

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである．

（単位：円）

金　　額

経常収益への振替額

　減価償却計上による振替額 4,729,691

0 ―

合　　計

内　　容

小　　計

令和６年度沿岸漁業者確保総合支援
事業（宮城県）

          　　　　　　　（注）
同左 0 3,422,637 3,422,637

10,747,000
指定

正味財産

令和６年度宮城県被災海域における
種苗放流支援事業補助金（宮城県） 同左 0 38,782,150 947,203 37,834,947

指定
正味財産

令和５年度宮城県被災海域における
種苗放流支援事業補助金（宮城県） 同左 12,359,050 0 1,612,050

14,831,322 0 2,170,438 12,660,884
指定

正味財産

　第３７６回　利付国債（１０年）

　第１９０回　利付国債（２０年）

合　　計

補助金等の名称

令和４年度宮城県被災海域における
種苗放流支援事業補助金（宮城県） 同左

国債

科　　目


